

























































能給を wage determined by job performing ability、また労働大臣官房国際労働課編『和英労働用語辞











意味合いを反映した職務遂行能力の訳として job performing ability、job performance ability、
performance ability of job9)、あるいは ability to perform job を用いた方が、広義に解釈される職能
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（function）よりも、能力給であるというニュアンスを強く表現できよう。ちなみに職務給は wage











































































































































































調 査 機 関 調 査 時 期 対 象 社 数 採用している会社 採用していない会社
日　 経　連 昭和35年 375社100.0％ 174社　46.4％ 201社　53.6％
関 西 経 協 昭和35年  75社100.0％  31社　41.3％  44社　58.7％
日本生産性本部 昭和36年10月 285社100.0％ 106社　37.2％ 179社　62.8％
日本リサーチセンター 昭和39年２月 590社100.0％ 230社　39.0％ 360社　61.0％
表２　資格制度実施状況
規模(人) 1,000以上 1,000未満300以上 300未満 合　計
例数 66 73 96 235
実施状況
実施している 40 (60.6％) 30 (41.1％) 30 (31.3％) 100 (42.6％)
実施していない 26 (39.4％) 43 (58.9％) 66 (68.7％) 135 (57.4％)
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表３　実施していない例の内訳
規模(人) 1,000以上 1,000未満300以上 300未満 合　計
例数 26 43 66 135
実施状況
過去に実施したことがある  4 (15.4％)  1 ( 2.3％)  1 ( 1.5％)   6 ( 4.5％)
将来実施したい方針である 17 (65.4％) 35 (81.4％) 54 (81.8％) 106 (78.5％)











あ　り な　し 無 記 入 計
製 　造　 業  91 (52.3％) 52 (47.1％) 1 ( 0.6％) 174 (100.0％)
鉱業・建 設 業   8 (72.7％)  3 (27.3％) －  11 (100.0％)
金融業・商  業  38 (41.8％) 52 (57.1％) 1 ( 1.1％)  91 (100.0％)
運輸・通信・電気  31 (53.4％) 27 (46.6％) －  58 (100.0％)










役職不足の救済  60 (35.7%)
年功者の待遇改善  39 (23.2%)
職階制の補助的制度  49 (29.2%)
職務・能力中心の人的秩序の確立 110 (65.5%)




































































10）職能給を職能等級（ability class）によって決定される賃金という意味で、wage determined by ability class と
いう表現も可能であろう。ちなみに job class は職務等級という意味である。
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移行し…」（日経連『現下の賃金政策と賃金問題』日経連弘報部、1957年、215頁。）という文章から判断す
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35）結論的には、職能分類制度と職能等級制度を同義異語と理解したい。また等級基準が資格制度と連動した
ものを職能資格制度という。換言すれば、職能分類制度にもとづく資格制度が職能資格制度といえる。
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